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企業データハイライト（財務データ）
当社および連結子会社
各表示年3月期または3月期末
当社は、2017年3月期の年間決算より国際財務報告基準（IFRS）を任意適用しています。また、2016年3月期の財務数値については、従来の米国で一般に公正妥当と認められた会計原則（米国会計基準）に加え、IFRSに準拠した数値も併記しています。

研究開発費／売上高研究開発費率

売上高

当社は、カーボンニュートラルやサーキュラーエコノミーをはじめ、Panasonic GREEN IMPACT で定める目標達成に向
けた取り組みやそれを支える技術開発に取り組んでいます。また、くらし（健康・安全・快適）を支えるAI・ロボティクスを
はじめとした技術基盤構築や活用、そして新規事業創出を進めています。成長戦略を支え、一人ひとりのくらしや社会の持
続可能（サステナブル）な発展とともに心身が豊かな状態（ウェルビーイング）を目指した技術開発に、これからも積極的に
取り組んでいきます。

半導体不足による生産・販売への影響などはあったものの、欧州で需要が拡大しているヒートポンプ式温水給湯暖房機
（A2W）や、自動車生産の回復を受けた車載機器、車載電池などの販売増に加え、ブルーヨンダーの新規連結や為替換算の

影響もあり、前年度から増収となりました。

親会社の所有者に帰属する当期純利益／ ROE

親会社の所有者に帰属する当期純利益は、米国IRA（インフレ抑制法）補助金の法人税還付益の計上により前年度に対して
増益となりました。一方、為替換算等の影響もあり株主資本が増加し、ROEは前年度から低下しました。

米国会計基準 IFRS
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営業利益／売上高営業利益率

調整後営業利益は、オートモーティブ、コネクトが増益となった一方で、インダストリー、エナジーの減益幅が大きく、前
年度から減益となりました。原材料価格高騰や固定費増加などの影響を、増販益や価格改定などの取り組みでカバーできま
せんでした。

また、前年度の一時益の反動などもあり、営業利益も前年度から減益となりました。
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企業データハイライト（財務データ）

1株当たり年間配当金／連結配当性向

資本的支出／減価償却費・償却費

株主の皆様からの投下資本に対するリターンとの見地から連結業績に応じた利益配分を基本とし、連結配当性向30％を
目安に、安定的かつ継続的な配当に努めています。

2022年度は、連結業績に応じた利益配分を基本とする当社の配当方針、および財務体質の状況等を総合的に勘案し、１株
当たり年間30円の配当を実施しました。なお、米国IRA（インフレ抑制法）補助金の趣旨を踏まえて、IRAの業績影響額を除
く純利益をベースに決定しています。

内部留保資金については、経営体質の一層の充実、ならびに将来の事業展開に役立てます。

将来の成長に向けて、重点事業を中心に投資を着実に行っていくという考え方に基づき設備投資を実施しています。今期
の主な設備投資は、家庭用電化機器・電設資材、車載用リチウムイオン電池（日本・米国）、電子部品・制御機器、車載機器な
どの生産設備やB2Bソリューション事業関連機器等の生産設備などです。

（注）�資本的支出は、有形固定資産および無形資産の発生ベースの金額です（企業結合による増加を除く）。減価償却費・償却費は、有形固定資産、
使用権資産（2020年3月期以降）の減価償却費、および無形資産の償却費の金額です。

現金及び現金同等物／有利子負債

現金及び現金同等物の残高は前年度末に比べ減少しました。2022年４月の持株会社化に伴う吸収分割実施にあたり、
金融機関から3,000億円の借入を2022年3月31日に実施しましたが、当該借入は各事業会社へ借入債務として分割継承
されたうえで、2022年4月1日に全額の返済を完了しました。加えて、2022年７月に米ドル建無担保普通社債10億米ドル

（2019年７月発行）を償還しました。有利子負債の減少については、金融機関からの借入の返済や社債償還等によるもの
です。

米国会計基準 IFRS
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フリーキャッシュ・フロー

営業キャッシュ・フローは、棚卸資産増減および営業債権増減の良化や、法人所得税の支払額の減少などにより、前年度
の2,526億円に対し、5,207億円となりました。投資キャッシュ・フローは、設備投資の増加や資産売却収入の減収はありま
したが、前年度にブルーヨンダーの子会社化に係る支出があったことなどにより、前年度の▲7,961億円に対し、▲3,440
億円になりました。

（注）�リースを含むと判定される製品供給契約に基づき、貸手リース会計を適用することに伴うリース債権の回収額は、投資キャッシュ・フローに
含まれています。
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企業データハイライト（非財務データ）　非財務データの詳細は、   「サステナビリティデータブック」 をご参照ください。

廃棄物・有価物の発生量と工場廃棄物リサイクル率

生産活動におけるCO2排出量と原単位

廃棄物・有価物については、生産工程における材料歩留まりの向上に加え、熱硬化性樹脂などリサイクルしにくい材料の
廃棄量の抑制や工程ごとの廃棄物分別徹底による再資源化の拡大などで、発生量の削減に取り組んでいます。工場廃棄物リ
サイクルについても、廃プラスチックの再資源化への取り組みなどを継続して実施しています。
詳細：�https://holdings.panasonic/jp/corporate/sustainability/pdf/sdb2023j-eco.pdf

当社は、Panasonic GREEN IMPACT実現に向け2030年までに全事業会社で自社拠点におけるCO2排出の実質ゼロ化を
社内外に発信し、先進的省エネ技術や再生可能エネルギーの利活用の推進などでCO2排出実質ゼロの工場づくりを国内外で
推進しております。2022年度は、パナソニック オートモーティブシステムズ（株）のグローバル全拠点（国内6拠点、海外
8拠点）においてCO2排出ゼロ化を達成するなどしました。

（注）原単位は、CO2排出量を、グループ全社の売上高で除して算出した「CO2原単位」の2013年度対比の改善率を算出しています。

詳細：https://holdings.panasonic/jp/corporate/sustainability/pdf/sdb2023j-eco.pdf
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再生樹脂利用実績（2014年度からの累計）

循環型モノづくりを推進するため、投入資源の削減をこれまで以上に進めるとともに、再生資源の活用拡大に資源の種類
ごとに、その特性にあわせた循環の仕組みづくりに取り組んでいます。再生樹脂については、当社グループの家電リサイク
ル工場であるパナソニックエコテクノロジーセンター（株）（PETEC）とパナソニック（株）くらしアプライアンス社加東樹脂
循環工場が連携して取り組みを推進しており、2022年度は約12.4ktの再生樹脂をエアコン、冷蔵庫、洗濯機などの製品に
活用しました。
詳細：�https://holdings.panasonic/jp/corporate/sustainability/pdf/sdb2023j-eco.pdf
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再生可能エネルギー自社導入量

2022年度の自社拠点における再生可能エネルギー導入量は前年比28％増となる55GWhとなりました。再生可能エネル
ギーの自社拠点導入に関しては、地域ごとの特性に応じてグローバルで推進しており、特に太陽光発電については太陽光発
電システムを導入可能な拠点へ積極導入を進めています。
詳細：https://holdings.panasonic/jp/corporate/sustainability/pdf/sdb2023j-eco.pdf
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企業データハイライト（非財務データ）

取締役構成数／社外取締役比率

従業員意識調査の肯定回答率

取締役会全体としての知識・経験・能力の多様性を確保するとともに、その機能が効果的・効率的に発揮されるよう人員
の最適化を図っています。また、取締役会における社外取締役比率を３分の１以上とすることで、取締役会の客観性・中立
性を高め、監督機能を強化しています。2023年6月末時点における取締役数は13名、社外取締役比率は46.2％となってい
ます。
詳細：https://holdings.panasonic/jp/corporate/about/group-companies/phd/corporate-governance.html

当社は、マテリアリティ特定プロセスを経て、「社員のウェルビーイング」をグループにおける最重要課題の一つと特定し
ていますが、その実現の取り組みにおいて、「従業員意識調査」での「社員エンゲージメント」「社員を活かす環境」カテゴリの
スコアを重要指標の一つとして重視しております。年々上昇傾向にありますが、今後も引き続きグローバル最高水準の肯定
回答率を目指します。
詳細：https://holdings.panasonic/jp/corporate/sustainability/pdf/sdb2023j-employee.pdf
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（各表示年6月末時点）

女性管理職数・比率（日本国内）

当社は、多様な意見や気付きを集め、より質が高い意思決定を行える会社を目指しています。そのためにも管理職により
多くの女性を登用する必要があると認識しており、各種施策の実施により、女性管理職数・比率ともに年々増加しています。
今後も継続してDEIを推進し、より多くの女性を登用することを通じて管理職層における多様性の確保を目指します。
詳細：https://holdings.panasonic/jp/corporate/sustainability/pdf/sdb2023j-employee.pdf
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労働災害件数

当社は、安全・安心・健康な職場づくりを推進し、死亡災害、重篤災害および重大災害の撲滅を目指しています。2022年
度の死亡災害件数は前年度に引き続きグループ全体で0件、重篤および重大災害件数は国内3件、海外5件（前年は国内4件、
海外6件）でした。今後も継続してそうした災害の撲滅を目指します。
詳細：https://holdings.panasonic/jp/corporate/sustainability/pdf/sdb2023j-employee.pdf
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2014/3 2015/3 2016/3 2016/3 2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2023/3

会計年度（百万円）

売上高 7,736,541 7,715,037 7,553,717 7,626,306 7,343,707 7,982,164 8,002,733 7,490,601 6,698,794 7,388,791 8,378,942

調整後営業利益 305,114 381,913 415,709 413,246 343,616 401,202 327,032 286,663 307,155 357,700 314,077

営業利益 — — — 230,299 276,784 380,539 411,498 293,751 258,600 357,526 288,570

税引前利益 206,225 182,456 217,048 227,529 275,066 378,590 416,456 291,050 260,820 360,395 316,409

親会社の所有者に帰属する当期純利益 120,442 179,485 193,256 165,212 149,360 236,040 284,149 225,707 165,077 255,334 265,502 

資本的支出 239,127 253,610 279,993 299,881 373,208 475,187 380,678 342,098 301,494 305,108 394,891

減価償却費・償却費 330,786 286,326 274,401 277,716 269,998 287,324 295,694 372,973 317,572 339,148 382,289

研究開発費 478,817 457,250 449,828 438,851 436,130 448,879 488,757 475,005 419,764 419,807 469,785

フリーキャッシュ・フロー 594,078 353,455 124,406 125,551 ▲ 34,746 ▲ 35,646 10,290 224,207 680,634 ▲ 543,519 176,709

会計年度末（百万円）

現金及び現金同等物 592,467 1,280,408 1,014,264 1,012,666 1,270,787 1,089,585 772,264 1,016,504 1,593,224 1,205,873 819,499

総資産 5,212,994 5,956,947 5,596,982 5,488,024 5,982,961 6,291,148 6,013,931 6,218,518 6,847,073 8,023,583 8,059,527

有利子負債 642,112 972,916 725,919 724,841 1,124,004 1,239,444 998,721 1,471,311 1,447,423 1,897,284 1,457,107

親会社の所有者に帰属する持分 1,548,152 1,823,293 1,705,056 1,444,442 1,571,889 1,707,551 1,913,513 1,998,349 2,594,034 3,164,962 3,618,402

資本合計 1,586,438 1,992,552 1,854,314 1,647,233 1,759,935 1,882,285 2,084,615 2,155,868 2,768,502 3,347,171 3,789,958

企業データハイライト（財務データ）　　企業データハイライト（非財務データ）　　▶10年間の主要財務データ　　資本市場との対話の状況　　会社情報　　パナソニックグループの歩み

10年間の主要財務データ

米国会計基準 IFRS

本表に対する注記
当社の連結財務諸表はIFRSに準拠していますが、2016年3月期以前の連結財務諸表は、 
米国会計基準に基づいて作成されており、ここでは、左記の表に基づき、IFRSに該当 
する用語で表示しています。

IFRSに対する注記
1. 調整後営業利益は、売上高から売上原価と販売費及び一般管理費を控除して算出しています。
2. �資本的支出は、有形固定資産および無形資産の発生ベースの金額です。 
（企業結合による増加を除く） 

3. �減価償却費・償却費は、有形固定資産、使用権資産（2020年3月期以降）の減価償却費、 
および無形資産の償却費の金額です。

米国会計基準とIFRSで用語が異なる項目

米国会計基準 IFRS

営業利益 調整後営業利益

当社株主に帰属する当期純利益 親会社の所有者に帰属する当期純利益

当社株主資本 親会社の所有者に帰属する持分

1株当たり当社株主に帰属する当期純利益 1株当たり親会社の所有者に帰属する当期純利益

当社および連結子会社
各表示年3月期もしくは3月期末
当社は、2017年3月期の年間決算より国際財務報告基準（IFRS）を任意適用しています。また、2016年3月期の財務数値については、従来の米国で一般に公正妥当と認められた会計原則（米国会計基準）に加え、IFRSに準拠した数値も併記しています。
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2014/3 2015/3 2016/3 2016/3 2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2023/3
1株当たり情報（円）
1株当たり親会社の所有者に帰属する
当期純利益
　基本的 52.10 77.65 83.40 71.30 64.33 101.20 121.83 96.76 70.75 109.41 113.75
　希薄化後 — 77.64 83.39 71.29 64.31 101.15 121.75 96.70 70.72 109.37 113.72
1株当たり年間配当金 13.00 18.00 25.00 25.00 25.00 30.00 30.00 30.00 20.00 30.00 30.00 
1株当たり親会社の所有者に帰属する
持分 669.74 788.87 734.62 622.34 673.93 732.12 820.41 856.57 1,111.73 1,356.08 1,550.23

財務指標
売上高営業利益率（％） 3.9 5.0 5.5 3.0 3.8 4.8 5.1 3.9 3.9 4.8 3.4
売上高税引前利益率（％） 2.7 2.4 2.9 3.0 3.7 4.7 5.2 3.9 3.9 4.9 3.8
親会社所有者帰属持分当期純利益率

（ROE）（％） 8.6 10.6 11.0 11.1 9.9 14.4 15.7 11.5 7.2 8.9 7.8 

　売上高親会社の所有者に帰属する
　当期純利益率（％） 1.6 2.3 2.6 2.2 2.0 3.0 3.6 3.0 2.5 3.5 3.2

　総資産回転率（回） 1.5 1.4 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.2 1.0 1.0 1.0
　財務レバレッジ（倍） 3.8 3.3 3.3 3.8 3.8 3.7 3.4 3.1 2.8 2.6 2.4
有利子負債比率（％） 12.3 16.3 13.0 13.2 18.8 19.7 16.6 23.7 21.1 23.6 18.1
総資産親会社所有者帰属持分比率（％） 29.7 30.6 30.5 26.3 26.3 27.1 31.8 32.1 37.9 39.4 44.9
配当性向（％） 25.0 23.2 30.0 35.1 38.9 29.6 24.6 31.0 28.3 27.4 26.4

為替レート（円）
1米ドル 100 110 120 120 108 111 111 109 106 112 135
1ユーロ 134 139 133 133 119 130 128 121 124 131 141
1人民元 16.4 17.7 18.9 18.9 16.1 16.8 16.5 15.6 15.7 17.5 19.8
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10年間の主要財務データ

米国会計基準 IFRS

米国会計基準とIFRSで用語が異なる項目

米国会計基準 IFRS

当社株主資本 親会社の所有者に帰属する持分

1株当たり当社株主に帰属する当期純利益 1株当たり親会社の所有者に帰属する当期純利益

1株当たり当社株主資本 1株当たり親会社の所有者に帰属する持分

当社株主資本利益率 親会社所有者帰属持分当期純利益率

売上高当社株主に帰属する当期純利益率 売上高親会社の所有者に帰属する当期純利益率

総資産当社株主資本比率 総資産親会社所有者帰属持分比率

本表に対する注記
当社の連結財務諸表はIFRSに準拠していますが、2016年3月期以前の連結財務諸表は、 
米国会計基準に基づいて作成されており、ここでは、左記の表に基づき、IFRSに該当 
する用語で表示しています。

IFRSに対する注記
1. �1株当たり年間配当金は各会計年度にかかる中間配当および期末配当の合計額です。
2. 為替レートは、期中平均レートです。
3. �有利子負債は、「短期負債及び一年以内返済長期負債」、「長期負債」、「リース負債」の合計です。

各比率の算出方法
▪親会社所有者帰属持分当期純利益率（ROE） ＝ �親会社の所有者に帰属する当期純利益 ÷ 期首・期末平均親会社の所有者に帰属する持分
▪総資産回転率 ＝ 売上高 ÷ 期首・期末平均総資産
▪財務レバレッジ ＝ �期首・期末平均総資産 ÷ 期首・期末平均親会社の所有者に帰属する持分
▪有利子負債比率 ＝ 有利子負債 ÷ 総資産
▪配当性向 ＝ �1株当たり年間配当金 ÷ 基本的1株当たり親会社の所有者に帰属する当期純利益
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資本市場との対話の状況
当社は、「企業は社会の公器」という基本理念のもと、透明性の高い事業活動を心がけ、ステークホルダーに対する説明責任を果たす 

ことに努めています。また、株主・投資家と建設的な対話を行い、そこで得た気づきを経営陣にフィードバックすることで、当社の 
経営の質的向上と中長期的な企業価値向上を目指しています。

主なIR活動実績

活動 主な対応者 年間実績（2023年3月期）

戦略説明会※ グループCEO、 
事業会社社長

6回

グループ戦略説明会（2022年4月）
サプライチェーンマネジメント事業の成長戦略（5月）
Panasonic Group IR Day 2022（6月）
第２回サステナビリティ説明会（7月）
くらし事業 個別事業説明会（11月）
エナジ―技術IRミーティング（2023年2月）

決算説明会※ グループCFO 4回

グループ/個別 
ミーティング

グループCEO、 
グループCFO、 
事業会社社長

約180社（延べ） 国内外機関投資家（ファン
ドマネージャー、アナリス
ト）、ESG運用担当者、証券
会社アナリストなど財務・IR部 部長、課長、 

IR担当者 約600社（延べ）

株主総会 主な対応者 実績

第116回定時株主総会※

（2023年6月）
取締役、監査役、 
執行役員、事業会社社長

単元株主数 398,554人

会場で出席した株主数 730人

ライブ配信を視聴した
株主数

841人

※�幅広いステークホルダーに向けてタイムリーな情報発信を行うため、説明会の内容は 当社ウェブサイト（和·英）に掲載しています。 
株主総会の動画は、総会後１か月間、当社ウェブサイトに掲載しています。

資本市場の主な関心事項

投資家の視点 関心事項

キャッシュ・フロー 
創出力

・車載電池事業における米国IRA（インフレ抑制法）による業績影響
・サプライチェーンマネジメント事業（ブルーヨンダー）におけるのれん減損リスク
・四半期決算における業績悪化事業への対応策、回復時期
・増加傾向にある在庫に対する削減策、削減目標

成長性

・�車載電池における生産能力拡大、中長期の利益貢献
・A2Wなどの空質空調事業における欧州域内での事業拡大、基盤強化
・�中長期戦略の進捗（競争力強化、グループシナジー、キャピタルアロケーション、 

事業ポートフォリオマネジメント等）

安定性・継続性

・マテリアリティ分析の進捗状況
・環境目標に対する取り組み進捗
・サプライチェーンにおける人権尊重の取り組み
・グループガバナンスの考え方、役員報酬制度のあり方

経営陣への主なフィードバック

頻度 報告方法 報告内容

投資家・アナリストの 
コメント、 
株価指数・株価情報

5 - 6回/年 取締役会で報告

企業価値向上に向けた議論の参考情報とするため、
決算発表説明会や事業方針に関する説明会を実施後
に、投資家やアナリストの声や株価の動きなど資本
市場の反応を報告

投資家の声を含む 
IR活動実績 四半期毎

メール、 
社内情報 
共有サイト

IR活動への理解向上や啓発、各事業の改善活動に活
かすため、グループ/個別ミーティングで得た声や
ご意見、活動実績をまとめ、経営幹部、社内関係部
門、事業会社関係部門に共有

当社ウェブサイト、書簡、電話などを通していただいたご意見ご要望は、内容を確認のうえ経営陣へのフィードバックに反映しています。

情報開示

決算説明会・
戦略説明会

株主・投資家との
対話

経営への
フィードバック

企業価値向上
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会社情報  （2023年3月31日現在）

会社情報
社名：�パナソニック ホールディングス株式会社
設立：1935年12月（創業1918年3月）
本社所在地：�〒571-8501 

大阪府門真市大字門真1006番地

資本金：259,274百万円
連結対象会社数（親会社および連結子会社）：523社
持分法適用会社数：67社
従業員数：233,391人

株式の状況

株式所有の状況

発行済株式総数：2,454,056,597株
（自己株式119,943,749株を含む）
株主数：475,139名
証券コード：6752
単元株式数：100株
上場証券取引所：東京、名古屋
株主名簿管理人（事務取扱場所）

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
〒540-8639 
大阪市中央区北浜四丁目5番33号
電話照会先：フリーダイヤル 0120-782-031

ADR（米国預託証券）
預託銀行：JPMorgan Chase Bank, N.A.
取引所：米国店頭市場（OTC）
交換比率：1ADR＝1株
シンボル：PCRFY
事務取扱場所
Shareowner Services
P.O. Box 64504
St. Paul, MN 55164-0504, U.S.A.
Tel： 1-800-990-1135 （米国内通話無料）

1-651-453-2128 （米国外から）

2014/3 2015/3 2016/3 2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2023/3
期末発行済株式数（千株） 2,453,053 2,453,053 2,453,053 2,453,053 2,453,053 2,453,053 2,453,326 2,453,563 2,453,866 2,454,057
株主数（人） 499,728 469,295 514,129 486,489 485,053 505,402 488,540 477,323 491,723 475,139
所有者別分布（％）
　金融機関等 27.2 30.1 30.6 30.8 31.9 34.8 34.7 35.0 32.8 34.9
　外国法人等 33.2 32.9 31.2 32.6 33.4 28.9 30.3 31.8 34.5 33.4
　その他国内法人 7.4 7.1 6.9 7.0 6.8 6.8 6.1 6.2 6.1 5.7
　個人・その他 26.4 24.1 25.9 24.7 23.0 24.6 24.0 22.1 21.7 21.1
　自己株式 5.8 5.8 5.4 4.9 4.9 4.9 4.9 4.9 4.9 4.9
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

大株主の状況

株主名 所有株式数（千株）（注）1 発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）（注）2 388,894 16.66

株式会社日本カストディ銀行（信託口）（注）3 212,378 9.09

STATE STREET BANK WEST CLIENT - TREATY 
505234 65,900 2.82

日本生命保険相互会社 48,339 2.07

MOXLEY & CO LLC 45,795 1.96

住友生命保険相互会社 37,465 1.60

パナソニックグループ従業員持株会 36,054 1.54

JP MORGAN CHASE BANK 385781 31,749 1.36

松下不動産株式会社 29,121 1.24

GOVERNMENT OF NORWAY 28,703 1.22

（注）	1 �所有株式数は、千株未満を切り捨てて表示しています。
	 2 �日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数は、三菱UFJ信託銀行株式会社等が受託している信託業務に係る株式が

再信託されたものなどです。
	 3 �株式会社日本カストディ銀行（信託口）の所有株式数は、三井住友トラスト・ホールディングス株式会社等が受託している信託業務に係

る株式が再信託されたものなどです。

当社および連結子会社
各表示年3月期または3月期末
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会社情報  （2023年3月31日現在）

当社株価および出来高推移

株価（円）

出来高（百万株）
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2014/3 2015/3 2016/3 2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2023/3

1,000

2014/3 2015/3 2016/3 2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2023/3
年間高値（円） 1,408 1,614.0 1,853.5 1,309.5 1,800.0 1,647.0 1,264.0 1,520.0 1,541.0 1,325.0
年間安値（円） 594 1,030.0 799.0 831.4 1,207.5 917.7 691.7 733.5 1,018.5 1,006.5
期末株価（円） 1,173 1,577.0 1,033.5 1,258.0 1,521.0 954.2 825.0 1,423.5 1,188.5 1,182.0

The inclusion of Panasonic Holdings Corporation in any MSCI index, and 
the use of MSCI logos, trademarks, service marks or index names herein, 
do not constitute a sponsorship, endorsement or promotion of Panasonic 
Holdings Corporation by MSCI or any of its affiliates. The MSCI indexes 
are the exclusive property of MSCI. MSCI and The MSCI index names and 
logos are trademarks or service marks of MSCI or its affiliates.

社会・環境への取り組み姿勢については、
「サステナビリティ データブック」も併せてご覧ください。

社外からの評価・指標への組み入れ
当社は以下の株式指数等に組み入れられています。（各表示年3月期）東京証券取引所 月次ベース

　投資家窓口 ウェブサイトの案内
IR（投資家情報）サイト
決算情報や投資家向け説明会資料などがご覧いただけます。
https://holdings.panasonic/jp/corporate/investors.html

サステナビリティサイト
環境・社会への取り組みの詳細がご覧いただけます。
https://holdings.panasonic/jp/corporate/sustainability.html

大阪
パナソニック ホールディングス株式会社
財務・IR部 IR課
〒571-8501　大阪府門真市大字門真1006番地
Tel： 06-6908-1121

東京
パナソニック ホールディングス株式会社
財務・IR部 IR課
〒100-0006　東京都千代田区有楽町一丁目1番2号
東京ミッドタウン日比谷 14階
Tel： 03-3437-1121

欧州
Investor Relations
Panasonic Business Support Europe GmBH

（UK branch）
Maxis 2, Western Road,
Bracknell, Berkshire, RG12 1RT, United Kingdom
Tel： 44-1344-853135

https://www.ftserussell.com/
products/indices/FTSE4Good

https://www.ftserussell.com/
products/indices/blossom-japan

In 2022, Panasonic Holdings Corporation 
received a rating of AA (on a scale of AAA-CCC) 
in the MSCI ESG Ratings assessment.

https://holdings.panasonic/jp/corporate/sustainability/data-book.html
https://www.ftserussell.com/products/indices/FTSE4Good
https://www.ftserussell.com/products/indices/FTSE4Good
https://www.ftserussell.com/products/indices/blossom-japan
https://www.ftserussell.com/products/indices/blossom-japan
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パナソニックグループの歩み

当社は、創業以来、「事業を通じて、世界中の人々のくらしの向上と、社会の発展に貢献する」という経営基本方針に基づき、事業を行ってきました。これからも、「物と心が共に豊かな理想の社会」の実現に 
向けて「くらし」「環境」の領域で、お客様や社会へのお役立ちを果たしていきます。

配線器具からスタートし、洗濯機、冷蔵庫、テレビなどの
家庭電化製品から部品・産業分野に至る商品・サービス群を
通じて、ゆとりある生活の実現に貢献

・�米国サプライチェーン・ソフトウェア�
専門企業ブルーヨンダー買収

創業1918

・初の女性取締役就任
2013

・事業会社制移行
・�取締役等への「業績連動報酬」�
の評価指標に新たに�
非財務項目を追加�

（詳細はP.43ご参照）

2022

・指名・報酬諮問委員会設置
・取締役会実行性評価開始
・社外役員コミッティー設置

2015

・譲渡制限付株式報酬制度開始
2019

・�社外取締役比率を1/3以上に�
（2023年6月末現在：46.2％）

2017・�株式報酬型�
ストックオプション�
報酬制度開始（～2018）

2014

2021

・�車載用リチウムイオン
電池（1865サイズ）�
量産開始

2008

・��車載電池�
米国カンザス工場�
建設開始

2023

・�ヒートポンプ式温水給湯暖房機
（A2W）※ 欧州生産開始

※�大気中の熱を集めて温水をつくり、 
住宅に循環させる暖房システム

2008年の車載用リチウムイオン電池および2018
年のヒートポンプ式温水給湯暖房機の写真は、当時
の実際のモデルのものではありません。

2018

当社グループの歩みについては、こちらもご参照ください　https://holdings.panasonic/jp/corporate/about/history.html

・�環境に関する長期ビジョン�
「Panasonic GREEN IMPACT」�
発信

2022

コーポレート・ガバナンス強化の歩み
「事業を通じてお客様や社会へのお役立ちを果たし、さらには 

企業価値を高めていくための重要な基盤は、実効性ある 
コーポレート・ガバナンス体制である」との認識のもと、当社は 
その構築・強化に取り組んでいます。

当社製品に囲まれる創業者 松下幸之助（1964年撮影）

・�LED照明�
第1号発売

1998

2009

・エネファーム※発売

※�水素と酸素で電気と温水を 
効率的に作るシステム

1918 202320202000


